
三
十
六

渡
船

場
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

当
該
年
度
に
お
け
る
渡
船
場
の
維
持
管
理
に
要
す
る
経
費
か
ら
特
定
財
源
の
額
を
控
除
し

た
額
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
六

渡
船

場
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

当
該
年
度
に
お
け
る
渡
船
場
の
維
持
管
理
に
要
す
る
経
費
か
ら
特
定
財
源
の
額
を
控
除
し

た
額
に
〇
・
六
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
七

が
け

地
近
接
等
危

険
住
宅
移
転

事
業
に
要
す

る
経
費
が
あ

る
こ
と
。

国
の
補
助
金
を
受
け
て
施
行
す
る
が
け
地
近
接
等
危
険
住
宅
移
転
事
業
に
要
す
る
経
費
か

ら
当
該
国
の
補
助
金
の
額
を
控
除
し
た
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
七

が
け

地
近
接
等
危

険
住
宅
移
転

事
業
に
要
す

る
経
費
が
あ

る
こ
と
。

国
の
補
助
金
を
受
け
て
施
行
す
る
が
け
地
近
接
等
危
険
住
宅
移
転
事
業
に
要
す
る
経
費
か

ら
当
該
国
の
補
助
金
の
額
を
控
除
し
た
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
八

座
礁

船
舶
の
解
体

撤
去
に
要
す

る
経
費
が
あ

る
こ
と
。

所
有
者
の
不
明
等
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
座
礁
船
舶
を
解
体
撤
去
す
る
た
め
に
当
該

市
町
村
が
負
担
し
た
経
費
の
う
ち
特
別
交
付
税
の
算
定
の
基
礎
と
す
べ
き
も
の
と
し
て
総
務

大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
八

座
礁

船
舶
の
解
体

撤
去
に
要
す

る
経
費
が
あ

る
こ
と
。

所
有
者
の
不
明
等
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
座
礁
船
舶
を
解
体
撤
去
す
る
た
め
に
当
該

市
町
村
が
負
担
し
た
経
費
の
う
ち
特
別
交
付
税
の
算
定
の
基
礎
と
す
べ
き
も
の
と
し
て
総
務

大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
八
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

三
十
九

市
町

村
の
合
併
準

備
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

市
町
村
の
合
併
（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
五
十
九

号
。
以
下
「
合
併
特
例
法
」
と
い
う
。）が
適
用
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。）準
備
の
た
め
に
必
要

な
経
費
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
（
法
定
の
合
併
協
議

会
が
設
置
さ
れ
た
年
度
後
に
限
る
。）と
す
る
。

三
十
九

市
町

村
の
合
併
準

備
に
要
す
る

経
費
が
あ
る

こ
と
。

市
町
村
の
合
併
（
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
五
十
九

号
。
以
下
「
合
併
特
例
法
」
と
い
う
。）が
適
用
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。）準
備
の
た
め
に
必
要

な
経
費
と
し
て
総
務
大
臣
が
調
査
し
た
額
に
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
（
法
定
の
合
併
協
議

会
が
設
置
さ
れ
た
年
度
後
に
限
る
。）と
す
る
。

四
十

合
併
市

町
村
に
お
い

て
全
国
平
均

実
質
公
債
費

比
率
以
上
の

公
債
費
負
担

又
は
公
債
費

負
担
平
準
化

に
要
す
る
経

費
が
あ
る
こ

と
。

次
の
各
号
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
の
合
算
額
と
す
る
。

四
十

合
併
市

町
村
に
お
い

て
全
国
平
均

実
質
公
債
費

比
率
以
上
の

公
債
費
負
担

又
は
公
債
費

負
担
平
準
化

に
要
す
る
経

費
が
あ
る
こ

と
。

次
の
各
号
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
の
合
算
額
と
す
る
。

一

合
併
を
行
つ
た
市
町
村
（
合
併
特
例
法
が
適
用
さ
れ
る
も
の
及
び
改
正
前
法
附
則
第
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限

る
。）に
つ
い
て
、
当
該
合
併
関
係
市
町
村
ご
と
に
、
次
の
算
式
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
の

合
算
額
（
一
〇
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇
〇
円
を
超
え
る
と
き
は
、
一
〇
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇

〇
円
と
す
る
。）（
た
だ
し
、
合
併
を
行
つ
た
年
度
以
後
十
箇
年
度
に
限
る
。）

一

合
併
を
行
つ
た
市
町
村
（
合
併
特
例
法
が
適
用
さ
れ
る
も
の
及
び
改
正
前
法
附
則
第
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限

る
。）に
つ
い
て
、
当
該
合
併
関
係
市
町
村
ご
と
に
、
次
の
算
式
に
よ
つ
て
算
定
し
た
額
の

合
算
額
（
一
〇
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇
〇
円
を
超
え
る
と
き
は
、
一
〇
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇

〇
円
と
す
る
。）（
た
だ
し
、
合
併
を
行
つ
た
年
度
以
後
十
箇
年
度
に
限
る
。）

算
式

算
式

（
Ａ
－
Ｂ
－
Ｃ
－
Ｄ
）
×（（
Ｅ
－
Ｆ
）
／
Ｅ
）
×
α
×
05

（
Ａ
－
Ｂ
－
Ｃ
－
Ｄ
）
×（（
Ｅ
－
Ｆ
）
／
Ｅ
）
×
α
×
05

算
式
の
符
号

算
式
の
符
号

Ａ
当
該
合
併
関
係
市
町
村
が
起
こ
し
た
地
方
債
の
当
該
年
度
に
お
け
る
元
利
償
還
金

（
公
営
企
業
債
に
係
る
も
の
及
び
繰
上
償
還
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

Ａ
当
該
合
併
関
係
市
町
村
が
起
こ
し
た
地
方
債
の
当
該
年
度
に
お
け
る
元
利
償
還
金

（
公
営
企
業
債
に
係
る
も
の
及
び
繰
上
償
還
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

Ｂ
Ａ
に
充
て
ら
れ
た
特
定
財
源
の
額

Ｂ
Ａ
に
充
て
ら
れ
た
特
定
財
源
の
額

Ｃ
Ａ
の
う
ち
当
該
年
度
の
普
通
交
付
税
の
算
定
に
お
い
て
災
害
復
旧
費
、
辺
地
対
策

事
業
債
償
還
費
等
と
し
て
基
準
財
政
需
要
額
に
算
入
さ
れ
た
公
債
費

Ｃ
Ａ
の
う
ち
当
該
年
度
の
普
通
交
付
税
の
算
定
に
お
い
て
災
害
復
旧
費
、
辺
地
対
策

事
業
債
償
還
費
等
と
し
て
基
準
財
政
需
要
額
に
算
入
さ
れ
た
公
債
費

Ｄ
Ａ
の
う
ち
当
該
年
度
の
普
通
交
付
税
の
算
定
に
お
い
て
事
業
費
補
正
に
よ
り
基
準

財
政
需
要
額
に
算
入
さ
れ
た
公
債
費
（
普
通
会
計
に
属
す
る
地
方
債
に
係
る
も
の
に

限
る
。）

Ｄ
Ａ
の
う
ち
当
該
年
度
の
普
通
交
付
税
の
算
定
に
お
い
て
事
業
費
補
正
に
よ
り
基
準

財
政
需
要
額
に
算
入
さ
れ
た
公
債
費
（
普
通
会
計
に
属
す
る
地
方
債
に
係
る
も
の
に

限
る
。）

Ｅ
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
に
お
け
る
当
該
合
併
関
係

市
町
村
の
実
質
公
債
費
比
率

Ｅ
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
に
お
け
る
当
該
合
併
関
係

市
町
村
の
実
質
公
債
費
比
率

Ｆ
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
に
お
け
る
合
併
関
係
市
町

村
の
実
質
公
債
費
比
率
の
う
ち
最
も
低
い
実
質
公
債
費
比
率
（
た
だ
し
、
当
該
最
も

低
い
実
質
公
債
費
比
率
が
、
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
前
の
直
近
の
全
国
平
均
実

質
公
債
費
比
率
を
下
回
る
場
合
は
、
全
国
平
均
実
質
公
債
費
比
率
）

Ｆ
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
に
お
け
る
合
併
関
係
市
町

村
の
実
質
公
債
費
比
率
の
う
ち
最
も
低
い
実
質
公
債
費
比
率
（
た
だ
し
、
当
該
最
も

低
い
実
質
公
債
費
比
率
が
、
市
町
村
合
併
が
行
わ
れ
た
日
前
の
直
近
の
全
国
平
均
実

質
公
債
費
比
率
を
下
回
る
場
合
は
、
全
国
平
均
実
質
公
債
費
比
率
）

α
元
利
償
還
金
に
占
め
る
利
子
（
第
53号
に
お
い
て
特
別
交
付
税
の
算
定
の
基
礎
と

な
つ
た
利
子
を
除
く
。）の
割
合

α
元
利
償
還
金
に
占
め
る
利
子
（
第
53号
に
お
い
て
特
別
交
付
税
の
算
定
の
基
礎
と

な
つ
た
利
子
を
除
く
。）の
割
合
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